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被災者生活再建支援事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１，８９５，７６０千円

１ 趣 旨

東日本大震災による被災者の生活再建を支援し、また、

今後の自然災害にも備える。

事 業 内 容

２ 内 容目 的

各都道府県が共同で造成する被災者生活再建支援基金へ対 象

の拠出に要する経費方法等

※ 被災者生活再建支援金

全国の都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、

自然災害により住宅が全壊した場合等に世帯当たり最高１００万

円の基礎支援金、さらに再建を行う場合に最高２００万円の加算

支援金が支給される制度

（被災者生活再建支援法：平成10年施行）

075-414-4472担当課・担当名 号危機管理・防災課 対策担当 課・担当電話番
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被災地復興支援京都府・京都大学連携プロジェクト推進費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１，０００千円

１ 趣 旨

京都大学と連携し、福島県を中心とした東日本大震災の

被災地の復興支援を推進する。

事 業 内 容

２ 内 容

（１）復興支援に係る包括連携協定の締結目 的

対 象

※復興支援に係る包括連携協定方法等

福島県を中心とした東日本大震災の被災地の復興を支援するにあたり、

府と京都大学が包括的に連携・協力し、現地の要望を的確に把握して、

生活、産業・経済、文化、まちづくり等の多分野にわたる復興について英

知を結集し、より実効のある支援に取り組むことを目的とする。

＜包括連携協定での役割分担＞

府 復興に向けた現地のニーズの的確な把握

京都大学 府が把握したニーズを踏まえた専門的な検証及び実効

的な支援内容の企画・立案

（２）復興支援に向けた事前調査

放射性物質の実効的な除染方法の検討などの具体的な

支援に向け、京都大学と連携し、現地のニーズ等を調査

075-414-5612担当課・担当名 号危機管理・防災課 災害支援対策担当 課・担当電話番
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